
（様式第１号）

 　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　農用地等の貸付希望申込書

(公財)鳥取県農業農村担い手育成機構
理 事 長　伊　藤　友　昭　　様

〒
住所

(フリガナ)

氏名 印

私は、次の農用地等を貸付希望地として申込みます。

1 貸付希望農用地等
別紙の野帳のとおり

2

（市町村受付欄）

機関名

対応した
職員名

対応日

（関係機関による一次受付欄）

市町村名

担当者名

受付日

整理番号

※右記□にチェックを入れてください。

注）受付担当者は、貸付希望申込書提出者へ当該申込書の写しを渡す事。

農地中間管理事業実施に関する以下の事項について承諾します。

報告予定者名 所属機関名

【農地中間管理事業実施に関する承諾事項】

１　申込をされてから機構が農地を借入れるまでの間は、他者へ農作業を委託するなど自ら
    の責任で農用地等を管理すること。

２　申込された農地の事前調査（境界・進入路の有無、管理、相続登記の状況ほか）をもと
    に協議し、その結果によっては、本申込をお断りする場合もあること。

３　借受希望者への転貸については、公益財団法人鳥取県農業農村担い手育成機構（以下
   「機構」という）に一任すること。

４　申込書に記載された貸付条件については、貸し借りの協議の結果により変更をお願いす
    る事があること。

５　本申込書の記載情報は、農地中間管理事業実施のため、必要に応じて市町村再生協議会
    メンバー、公募に応じた担い手に対し開示されること。

６　機構が農地を借入れた後でも、直ちに借受希望者が農用地等の利用を開始しない事情が
    ある場合には、３年を限度として機構が保全管理を実施すること。

７　なお、３年の保全管理期間が経過しても保全管理対象農地での利用者が特定できない場
    合は、貸借契約を解除し、農用地等の返還となること。

８　別紙の貸付希望農用地調査野帳に記載する内容について、関係する土地改良区と機構及
　　び市町村が情報の共有を行うこと。



１　事業対象農地として事前調査

①　事前調査実施日時　[　　　　　年　　　　月　　　　日  ]

②　事前調査の結果　　[　可　・　不可　]

２　農地中間管理事業実施不可の通知  [         年　　　　月　　　　日  ]

不可の内容 [農業振興地域、相続・共有、遊休化の程度等]

３　農地中間管理権取得日（公告日）  [         年　　　　月　　　　日  ]

４　中間管理を実施する場合

①　中間管理の内容

②　農地中間管理権の解除年月日　　　 [    　 　年　　　　月　　　　日  ]

（農地法第18条第6項の規定による貸借の合意による解約日）

５　利用調整の状況

①　利用調整の内諾が成立した日  [         年　　　　月　　　　日  ]

②　農用地利用配分計画案の提出日  [         年　　　　月　　　　日  ]

③　農用地利用配分計画の認可日  [         年　　　　月　　　　日  ]

６　その他特記事項

市町村担当者記入欄
（取扱経過についてその都度記入) 担当者名



（様式第１号　別紙）

貸付希望農用地調査野帳

申込者氏名 年齢 住所 電話

市町村 大字 字 地番
整備
状況

賦課金
の種類

賦課金
の額(円)

賦課金滞納の
有無

希望年数
（年）

希望賃料
（円/年）

中山間
直払

多面的機
能支払

経常

特別

経常

特別

経常

特別

経常

特別

経常

特別

経常

特別

経常

特別

○　担当者聞取り記入事項（　　　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日　　　　　　　　時　　　　　　　　　） ○　今後の処理方針

№

③

農地
番号

登記
名義人

貸出希望者

土地の表示
現況
地目

登記
地目

備考　
境界
の

有無

利用
状況
調査
の結
果

耕作
の可
否

ほ場条件の現状 関連施策 中間管
理事業
対象の
可否

登記簿面積
（㎡）

貸付条件
農振の
区分

使用収
益権

進入
路の
有無

1

2

確認事項

全体の
経営
面積

経営転換協力金に
関すること

取扱面積
（㎡）

今後の
方針

1

2

3

4

5

6

7

項　　目

（現場確認の項目）

（その他）

方　　　　　針

① ②

隣接の地権者
　　　　  耕作者
　　　　　の状況

地籍調査の有無

進入路の程度

名義人と貸出希望者
の関係

連絡しやすい
電話番号と時間帯

本人以外の
連絡先

貸出希望者は名義人の　[　　　　　　　　　　　　　　]

内　　　　　　　　　　　容

完了　　　　　・　　　　　未実施

賦課金
負担者

◆ 記載上の注意事項

１ 申込者は太枠を記載し、市町村は内容を確認する。

２ 市町村は太枠以外の箇所について、内容を確認し記載する。

① 使用収益権：賃貸借、使用貸借等を記載する。

② 農振の区分：青（農振農用地）、白（農振白地）、外（農振外）を記載

する。

③ 利用状況調査の結果：良（良好に活用）、遊休農地判定の1号、2号

を記載する。

④ 耕作の可否：耕作者がすぐに耕作出来るか可否を記載する。

⑤ 整備状況：ほ場整備済みは済、未整備は未を記載する。

⑥ 中間管理事業対象の可否：相続、使用収益権、農振区分を確認し

記載する。

相続等で権利確定に長期間を要するもの、農振外の場合は否を

記載する。

３ 備考には、農地借受者と申し合わせておくべき事項等を記入する。

（例） 水田の水あてに順番あり 総事は地権者で対応する 等


